
令
和

年

月

日
火
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第

号
)

官
報

３ 入札説明書について
入札説明書は以下のサイトに掲載します。
本公告の「入札説明書等（ＰＤＦ）」欄に掲載
されているファイルをダウンロードしてご参照
ください。
国際協力機構ホームページ
（https://www.jica.go.jp）→「調達情報」→

「公告・公示情報」→「各国内拠点（ＪＩＣＡ
緒方研究所含む）における公告・公示情報」→
「ＪＩＣＡ横浜」
https://www.jica.go.jp/about/announce/

domestic/koji2025html

４ 入札執行の日時及び場所
 日時
令和８年３月11日（水）午後２時00分

 場所 横浜市中区新港２３１ ＪＩＣ
Ａ横浜 セミナールーム６＆７（４Ｆ）
 問合せ先 〒2310001 横浜市中区新港
２３１ 独立行政法人国際協力機構
横浜センター総務課

５ その他 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hiroe Ohno, Director Ge‑

neral of Yokohama Center, Japan interna‑

tional Cooperation Agency (JICA)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

procured : Renewal of JICA Yokohama

LAN, 1 Set

 Contact period : From 16 March, 2026 to

31st August, 2031

 Tender document JICA web site

https://www.jica.go.jp/about/announce/

domestic/koji2025html

 Tender 14 : 00 p.m. 11th March, 2026 At

Yokohama Center, Japan international Co‑

operation Agency (JICA), 31, Shinko 2,
Naka‑ku, Yokohama City, Kanagawa

2310001 Japan E‑mail : yictad@jica.go.jp

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年１月６日
契約担当役
国立研究開発法人理化学研究所
経理・調達本部 調達部長 星野 聡

◎調達機関番号 814 ◎所在地番号 28
〇2026 播磨第８号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 液化窒素ＣＥ供給
（単価契約） 一式
 調達案件の要件 入札説明書及び仕様書の
とおり。
 納入期間 令和８年４月１日から令和９年
３月31日
 納入場所 国立研究開発法人理化学研究所
播磨地区
 入札方法 入札金額は、１リットルあたり
の単価を記載すること。なお、落札決定に当
たっては、入札書に記載された金額に当該金
額の10パーセントに相当する額を加算した金
額（当該金額に１円未満の端数が生じた場合
は、切り捨てた金額とする｡)をもって落札価
格とするので入札者は、消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず､
見積もった金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人理化学研究所契約事務取
扱細則第５条の規定に該当しない者であるこ
と。
 国立研究開発法人理化学研究所競争契約参
加資格又は国の競争参加資格（全省庁統一資
格）のいずれかにおいて令和７年度に「物品
の製造」又は「物品の販売」の「Ａ」、「Ｂ」
又は「Ｃ」の等級に格付けされている者であ
ること。
 高圧ガス保安法に基づいて高圧ガスの販売
の事業の許可を受けていることを証明したも
のであること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、問合わせ先
〒6795148 兵庫県佐用郡佐用町光都１丁
目１番１号 国立研究開発法人理化学研究所
経理・調達本部 調達部播磨調達課 奥林
洸太 ＴＥＬ0791580063
 入札説明書の交付方法 令和８年１月６日
から令和８年２月26日までに、調達情報公開
システムによりダウンロードすること。

 入札説明会の日時及び場所 開催しない。
 入札書の受領期限 令和８年２月26日15時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年３月12日13
時30分 国立研究開発法人理化学研究所播磨
地区中央管理棟２階会議室Ａ

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に求められる義務 この一般競争に
参加する者は、封印した入札書の他に本公告
に示した物品を納入できることを証明する書
類及び本研究所の交付する仕様書に基づく技
術審査資料を添付して入札書の受領期限まで
に提出しなければならない｡なお､入札者は､
開札日の３日前までの間において、当該書類
に関し説明を求められた場合は、それに応じ
なければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札者に求められる
義務を履行しなかった者のした入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札者を落札者
とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Contracting entity : Satoshi Hoshino, Di‑

vision Director of Procurement Division,

Fiscal Services and Procurement Group,

RIKEN.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Liquid Nitrogen Supply to Cold

Evaporators (Unit Price) 1 set

 Delivery period : From 1, April, 2026 th‑

rough 31, March, 2027

 Delivery place : RIKEN Harima Campus

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall not come under Article 5

of the Regulation concerning the Contract

for RIKENhave the Grade A, Grade B or
Grade C qualifications during fiscal 2025 in

manufacturing or selling business for par‑

ticipating in tenders by RIKEN, or in ten‑

ders by Single qualification for every minis‑

try and agency prove to have registered
with the High Pressure Gas Law, to initiate

business of selling high pressure gas

 Time limit of tender : 3 : 00 PM, 26, Feb‑

ruary, 2026

 Contact point for the notice : Kota

Okubayashi, Harima Procurement Section,

Procurement Division, Fiscal Services and

Procurement Group, RIKEN. 111,
Kouto, Sayo‑cho, Sayo‑gun, Hyogo, 679
5148, Japan, TEL 0791580063.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年１月６日
契約担当役
独立行政法人国立高等専門学校機構
新居浜工業高等専門学校事務部長

下元 利之
◎調達機関番号 593 ◎所在地番号 38
〇第３号
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 借入件名及び数量 教育用電子計算機シス
テム 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 借入期間 令和８年９月１日から令和13年
８月31日
 納入場所 新居浜工業高等専門学校
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税及び地方消
費税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった契約金額の110
分の100に相当する金額を入札書に記載する
こと。


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